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訪日外国人旅行者の定義

• 外国人正規入国者（法務省集計）から、
日本を主たる居住国とする永住者等の外国人を除き、
これに外国人一時上陸客等を加えた入国外国人旅行者数。

• 駐在員やその家族,留学生等の入国者・再入国者は訪日外客
に含む。

• 外国籍乗員（クルー）は含まれない。
• 日本政府観光局が毎月および暦年の推計値・確定値を算出

している。



１. 観光立国の現状
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(単位：兆円） 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

日本人国内宿泊旅行 15.4 14.8 15.0 15.4 13.9 15.8 16.0 16.1 15.8

日本人国内日帰り旅行 5.1 5.0 4.4 4.8 4.5 4.6 4.9 5.0 4.7

日本人海外旅行（国内分） 1.1 1.2 1.3 1.2 1.1 1.0 1.1 1.2 1.1

訪日外国人旅行 1.1 0.8 1.1 1.4 2.0 3.5 3.7 4.4 4.5

合計 22.7 21.8 21.8 22.8 21.6 24.8 25.8 26.7 26.1

わが国の観光消費額の推移

資料:観光庁「旅行・観光消費動向調査」より作成。
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世界の旅行市場（UNWTO推計）
2018年 14億人

予測値から上振れ

推計値
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世界上位のデスティネーション（2018年）

上位国（百万人） 前年比 上位国（10億米＄） 前年比

1位 フランス　（89） 3% 米国　（214） 2%

2位 スペイン　（83） 1% スペイン　（74） 4%

3位 米国　（80） 4% フランス　（67） 6%

4位 中国　（63） 4% タイ　（63） 5%

5位 イタリア　（62） 7% 英国　（52） 2%

6位 トルコ　（46） 22% イタリア　（49） 7%

7位 メキシコ　（41） 5% オーストラリア（45） 11%

8位 ドイツ　（39） 4% ドイツ　（43） 3%

9位 タイ　（38） 8% 日本　（41） 19%

10位 英国　（36） −4％ 中国　（40） 21%

国際観光客（到着）数 国際観光収入総額

資料:UNWTO「International Tourism Highlights 2019」より作成。
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世界金融危機による不況・

円高、新型インフルエンザ

東日本大震災

（千人） 訪日外国人旅行者数の推移

資料:JNTO発表の訪日外客数より作成。 注:2019年は推計値。

2019年
• 日韓関係悪化

→前年比▲25.9％
12月前年同月比▲63.6％

• RWC 英国
9-10 月に前年同期比＋80%、
年間で前年比＋27.0％

2020年
• 新型コロナウイルスの影響
• 東京五輪
• ・・・・
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訪日外国人旅行者の特徴

同じ政策目標（2020年4,000万人）の
日英における外国人旅行者の来訪目的別割合

 アジアからが約85％
→ “近く”からたくさん、頻度高くやってくる

 需要変動が高い観光・レジャー客が75％
2018年

訪
日
外
国
人
旅
行
者
の
市
場
別
割
合

英国 日本

37.9百万人 31.2百万人

観光・レジャー 40% 78%

ビジネス 22% 14%

その他 38% 8%

　うち　 VFR 31% −

2018年

外国人旅行者総数

目

的

別

割

合

資料:Visit Britain 「UK 2018 snapshot」、観光庁「訪日外国人
消費動向調査」（平成30年）より作成。
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主要送客市場における訪日旅行のシェア（2018年）

全体 うち訪日 シェア

中国 139,538 16,199 838.0 5.2 香港、タイ、マカオ、日本、韓国

韓国 5,166 2,870 753.9 26.3 日本、中国、ベトナム、米国、タイ

台湾 2,360 1,665 475.7 28.6 中国、日本、韓国、香港、ベトナム

香港 748 1,268 220.8 17.4 中国、日本、台湾、マカオ、タイ

米国 32,735 9,304 152.6 1.6 メキシコ、カナダ、仏、英、イタリア

タイ 6,779 896 98.7 11.0 マレーシア、ラオス、ミャンマー、日本、中国

外国旅行先上位（2017年）
外国旅行者数（2018年）（万人、％）人口（2018年）

（万人）

注１:外国旅行者数のUNWTOの定義は１泊以上の外国旅行であるが、韓国、台湾の数値には日帰り客が含まれている。
乗務員については、中国は航空機の乗務員、韓国は航空機・船舶の乗務員を含んでいる。

注2:タイの外国旅行者数は2017年データ。
資料:JNTO「訪日旅行データハンドブック2019 世界20市場」より作成。

人口は国際通貨基金、外国旅行者数はUNWTOおよび各国政府観光局データよりJNTOが作成。
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国籍・地域別の訪日外国人旅行消費額と構成比

資料:観光庁プレスリリースより抜粋。
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訪日外国人旅行消費額と製品別輸出額との比較
（2018年）

資料:財務省「貿易統計」、観光庁「訪日外国人消費動向調査」に基づき観光庁作成。
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訪日外客誘致の意義

ソフトパワーのソフトパワーの
強化

経済活性化

国際社会における自己評価の向上国際社会における自己評価の向上

国家外交を補完する草の根交流の促進国家外交を補完する草の根交流の促進

訪日外国人消費による経済効果訪日外国人消費による経済効果

国家・地域ブランド強化
による輸出競争力の向上
国家・地域ブランド強化
による輸出競争力の向上
日本ファンづくりによる

海外投資環境の向上
日本ファンづくりによる

海外投資環境の向上
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明日の日本を支える観光ビジョン 目標値と進捗状況
項目 2020年目標 2018年実績

訪日外国人旅行者数 4000万人
2015年の２倍 3,119万人

訪日外国旅行者消費額 ８兆円
2015年の２倍超 4兆5,189億円

地方部での
外国人延べ宿泊者数

7000万人泊
2015年の３倍弱

3,848万人泊
（全国:9,428万人泊）

外国人リピーター数 2400万人
2015年の２倍 1,938万人

日本人国内旅行消費額 21兆円
2015年と同水準 20.5兆円



２.宿泊形態の多様化と民泊

15

観
光
消
費
を
域
内
循
環
さ
せ
る

宿
泊
産
業

事業別:主な仕入・材料費、外注費の支払先地域

資料:観光庁「平成
24年観光地域経済調
査」より作成。
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旅館業法が想定していた範囲

旅館業法での
営業許可を得ている

宿泊施設
【ホテル、旅館、簡易宿所
（農家民宿を含む）など】

親族・友人知人宅
（無償）

クルーズ船
キャンピング等

不明

民泊 ホストが提供する住宅
暮らすように旅をする
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新しい流通チャネルの出現

【宿泊施設】 【流通・仲介等】
ホテル・旅館・ゲスト
ハウス等（旅館業法） 旅行事業者

（旅行業法）
農林漁業体験民宿

（旅館業法・農山漁村余暇法） 農林水産大臣
登録実施機関

国家戦略特区
空き部屋・家

空き部屋・家・別荘等
（旅館業法の範囲外）

国家戦略特区
STAY JAPAN等

Airbnb等
（海外ネット事業者）
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民泊に関する主な仲介事業者
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バケーションレンタルサービス世界最大手。
 2008年にアメリカのサンフランシスコにて起業。

日本法人のAirbnb Japanは2014年5月に東京にて設立。
 2019年11月時点

世界10万の都市に展開し700万超のリスティング（日本では約9万）。
体験の仲介にも乗り出しており、世界1,000以上の都市で40,000以上、

日本では約2,000のアクティビティを提供。
Airbnb設立以来、2019年11月までで、

Airbnbのホストが得た収益は約8兆8,000億円超、
Airbnbを通じてゲストがチェックインした回数は5億回を突破
Airbnbを日本で利用したゲストの93％が海外ユーザー（うちアジアは54％）

ホスト保証で最大1億円の補償。

Airbnbのプレスリリースより抜粋。

Airbnb（エアビーアンドビー）
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日本滞在中の宿泊施設利用率 (2017年7-9月期、MA)

資料:観光庁プレスリリースより抜粋。
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国籍・地域別「有償での住宅宿泊」利用率(2017年7-9月期)

資料:観光庁プレスリリースより抜粋。
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「有償での住宅宿泊」を利用した訪
日外国人観光客による他の宿泊施設
利用率(2017年7-9月期、MA)

資料:観光庁プレスリリースより抜粋。

「有償での住宅宿泊」利用有無別
年代(2017年7-9月期、MA)

新しいビジネスモデルは新しい顧客を連れてくる。
ミレニアル世代、異国文化への好奇心の強い専門職系の旅行者など
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住宅宿泊事業法



24資料:観光庁「民泊制度ポータルサイト」資料より抜粋。
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住宅宿泊事業法に
基づく届出件数の
分布図
(2020年1月9日時点)

資料:観光庁「民泊制度ポータルサイト」資料より抜粋。
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届出住宅を利用した宿泊者数・延べ宿泊者数の推移

資料:観光庁「住宅宿泊事業の宿泊実績について」（2020年1月9日）より抜粋。
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訪日外国人旅行者が日本滞在中に利用した宿泊施設
（2018年、MA）

資料:観光庁「訪日外国人消費動向調査（2018年）」より作成。
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国・地域別 日本滞在中に利用した宿泊施設のうち、
有料での住宅宿泊をした人の割合（2018年）

資料:観光庁「訪日外国人消費動向調査（2018年）」より作成。
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英国で可能な宿泊体験
世界に例をみない「旅館」はあるが、
日本の宿泊施設は多様性に乏しく、地域ならではのものが少ない。

• ホテル、マナーハウス、古城
• ゲストハウス（B&B）
• ホステル
• キャンパス（大学の休業期間中）
• ホリデービレッジ
• グランピング、キャンプ場
• 自炊設備付き宿泊施設
• サービス・アパートメント
• 民泊
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わが国にも新しい宿泊形態が出現
 住宅での宿泊
 古民家での宿泊
 城泊

平戸城懐柔櫓宿泊施設化改修・運営事業
 農泊

教育旅行からの脱皮、カントリーステイへ
 アルベルゴデフーゾ

岡山県矢掛町など
 グランピング
 宿坊も進化・・・ ユニークな宿泊そのものが

旅行者に嬉しい体験に



３. 民泊の意義と課題
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民泊がもたらす可能性がある
メリット

 民泊を好む客層を誘致できる。
 大規模投資をせずに、既存資源

（住宅や古民家等）を活用して
宿泊機能を確保できる。

 住民が観光振興に参加できる。
 住民と観光客とが交流し、住民

の生き甲斐、シビックプライド
の醸成に資する。

民泊が引き起こす可能性のある
デメリット

 観光客が生活空間に入り込むこ
とによる住民生活への支障
（騒音、ごみ、火災など）

 家主不在型では、不審者の潜伏
の可能性

 域外から参入した資本の動きに
対する住民の不安

 違法民泊
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①イベント開催時 であって、
②宿泊施設の不足が見込まれることにより、
③開催地の自治体の要請等により自宅を提供するような公共性の高いもの
について、「旅館業」に該当しないものとして取り扱い、自宅提供者において、旅館
業法に基づく営 業許可なく、宿泊サービスを提供することを可能とするもの。

イベント民泊の活用促進

（実施例）
• 相馬野馬追（福島県相馬市）
• 弘前ねぷたまつり、弘前桜まつり（青森県弘前市）
• 徳島阿波おどり（徳島県徳島市）
• ツール・ド・東北（宮城県石巻市、東松島市、登米市）
• 全国花火競技大会「大曲の花火」（秋田県仙北市）
• 奥能登子ども農山漁村交流プロジェクトイベント

（石川県輪島市、珠洲市、穴水町、能登町）
• RWC（大分県、岩手県釜石市、熊本県、神戸市西区・北区、東大阪市など）



地域住民の不安への対応
外国人観光客が生活空間に入ってくることへの抵抗感は強い。

家主（ホスト）への支援
観光客と地域住民との架け橋になるような人々への理解と支援

域外の資本の動きと地域との折り合い
（例）民泊活用を前提とした戸建て住宅やマンションの建設
（例）街並み・景観を阻害する動きへの対応
法律の施行状況の評価

自治体の条例の再検討
33

課題

住宅宿泊事業法（＝平成二十九年法律第六十五号） 施行日: 令和元年九月十四日
附則 第四条
政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を加
え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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ご清聴、
ありがとうございました。

東京女子大学 現代教養学部 国際社会学科
コミュニティ構想専攻

教授 矢ケ崎 紀子
n_yagasaki@lab.twcu.ac.jp


